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そ

施すること
により、市

の

民の災害弱者に対する

他

防災意識の啓発を図る

　

一助となった。

Ａ：成

】

果があがった

【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

災害時要援護者対策推

類

進事業

防災危機管理部

ハ

　防災危機管理課

00 ー－xxxxxx－xx ド0000 ○ ●

02 基本

ソ

目標２　　子育て、長

フ

寿を楽しみ、安心して

ト

いきいきと暮らせるま

根

ち
総合計画の

03 ③〈

拠

健康・安心・福祉力〉

法

その人らしく安心でき

令

る生活を支援する
位置

等

付け
02 2 多様な地

対

域課題に的確かつ総合

象

的に対応する地域密着

・

のサービスを充実する

受 災害時要援護者

□ □ □

益

□ 自主防災会、地域事

者

業所等

災害発生時に自

事

主防災組織など地域住

業

民の協力で、災害時要

期

援 災害時要援護者の避

間

難などを円滑に行うた

委

め、要援護者がそれ
護

託

者が指定避難施設まで

、

安全に避難できるよう

協

になっています ぞれに

働

合った支援体制を提案

【

の中から選択し、支援

委

者である自
。 主防災組

託

織など地域で対応可能

：

な支援方法を検討しま

3

す。

防災訓練実施回数

セ

回

市が実施する防災訓

ク

練
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誘導・介助

・

知識の取得者数 人

－

1

財
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団
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①：予定どおり

災害

企

時に障がいの有る方が

業

安全・迅速に避難でき

Ｎ

るようにするため、支

Ｐ

援者である健常者を対

Ｏ

象に介添えの訓練を実
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位

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

施

0 0 0

0.00 0.0

策

0 0.00

0.00 0

へ

.00 1.20 1.2

の

0 1.20 0.00 0

貢

.00

0.00 0.0

献

0 0.00 0.00 0

高

.00 0.00 0.0

市

0

0 0 10,070 1

民

0,070 10,07

満

0 0 0

0 0 10,07

足

0 10,070 10,

度

070 0 0

○ ● ○ ○ ○

を

○ ○

防災訓練を通じて

高

要援護者の避難支援の

め

あり方を検証するとと

る

もに、福祉関係部局と

方

防災部局が連携し、災

策

害時において要援護
者

業

支援を的確に実施でき

有

る体制の構築に向けた

効

検討をしていく。

災害

性

時要援護者の避難支援

継

をするため、平成２１

続

年度中に自助・共助・

に

公助の役割分担、要援

よ

護者情報の収集・共有

る

の方法、避
難準備情報

成

等の発令・伝達・支援

果

体制などを明らかにす

向

る「避難支援プランの

上

全体計画」を策定する

の

。

災害時に高齢者や障

可

がい者などに多くの犠

能

牲者がでてい
ることを

性

踏まえ、平常時から災

低

害時要援護者の情報を

そ

収
集して、迅速で安全

の

な避難ができる体制を

他

整えておく必
要があり

事

、事業を継続していく

業

。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 災害時要援護者が安

出

全・迅速に避難するた

総

めには、自主
●■ 防災

合

組織や地域住民等の支

評

援者の協力が必要であ

価

る。

□ ○
□
□ 災害時要

市

援護者の情報共有化し

民

、安全・迅速に避難す

ニ

る
●■ ための支援体制

ー

づくりに有効性が高い

ズ

。

■ ○
□
■ 個々の災害

高

時要援護者に必要な支

事

援を的確に実施してい

業

●
□ くために妥当性は

目

高い。
○

□
○

□
□ 災害

的

時要援護者のプライバ

の

シーを配慮し、市と支

達

援者が
●

□ 連携して効

成

率性を高めることが必

状

要である。
○

□
○

■

国

況

は、平成２１年度中に

必

災害時要援護者の「避

要

難支援プランの全体計

性

画」を策定して、その

市

後に要援護者一人一人

の

に複数の避難
支援者を

関

決めるなど、「個々の

与

避難支援プラン」を作

の

成して、きめ細かく適

必

切な支援策を講じてい

要

くよう求めている。

検

性

討 地区防災計画の策地

低

区防災計画の策

定、ア

事

ンケートの定、アンケ

そ

ートの

実施など 実施な

の

ど
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0 0

他
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0 0 0 0 0

上
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0 0 0 0 0 0 0

0




